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１ はじめに

人口減少が日本全体の課題としてとらえられるようになったのは、1990年代頃からであ

ろうか。国勢調査での人口減少は 2015年が初めてであるが、推計人口では 2005年に初め

て減少している。地域単位で見れば、もちろん過疎地域等ではそれよりもかなり早い段階

から人口減少は問題になっていた。しかし都市部における人口減少は、全国とそれほど変

わらない時期から問題として認識されたように思われる。

人口減少の問題が認識されるに伴って、それに関する研究の蓄積も進められるように

なった。またその対策についても様々な提言がなされ、地方創生のように実際に政策とし

て実行されるものも出てきた。とくに地方創生政策においては、地方版総合戦略を作成す

ることが求められたため、各地域において人口ビジョンが作成され、一定の分析が加えら

れることになった。

本研究の対象である北九州、下関両市においても、地方版総合戦略が策定されており、

人口の動向についても詳細な分析が加えられている。本研究では、それらとは異なる観点

から人口減少の実態について把握することにより、その要因ならびに地域経済への影響に

ついて分析を加え、人口減少を食い止める方策について検討するとともに、人口減少の影

響を緩和するための政策の方向性を示すことを目的としている。本稿ではそのうち、産業

構造の変化と人口増減の関係に焦点を当てて、分析を加える。

２ 関門地域の人口動向の概要

関門地域の人口動向については、上述したようにすでに両市で分析が実施されているの

で、ここでは概略的に述べるにとどめたい。まず認識しておく必要があるのは、関門地域

の人口減少は、日本の中でもとくに著しいということである。表１は両市の人口推移と地

方圏の人口増減率を示したものである。両市の人口は 70年代に増加に転じるものの、バ

ブル期前後には大きく減少し、今世紀に入り再び減少を加速させている。地方圏の増減率

も同様の波を示しているが、数値はほぼすべての期間において両市が下回っている。

表２は、各年の国勢調査から作成した市町村別の人口減少数のランキングである。北九

州市は 2005年の国勢調査から３期連続で、もっとも人口の減少した市町村となっている。

また、下関市も常にワースト８以内に名を連ねている。もちろん北九州市は母数である人

口の多い都市であり、減少率で見ればまた異なる結果となる。しかし人口減少数が大きい

ということは、消費、雇用、福祉、交通など、地域経済における様々な側面に与える影響

が大きいということになる。

- 1 -



表１ 北九州市と下関市、地方圏の人口の推移

表２ 市町村別人口減少数ランキングの推移
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次に、人口増減を自然増減と社会増減に分けて見てみると(表３）、両市とも 1970年代ま

では社会減少を自然増加でカバーしており、人口が増加していた。しかし 80年代に入り、

自然増加が縮小していくなかで人口の減少に転じている。下関市では 90年代から、北九

州市では 2000年代から自然増減も減少となっている｡一方で､社会増減は､北九州市は減少

幅を縮小しているのに対して､下関市では 90年代からほぼ横ばいでの減少が続いている。

表３ 北九州市と下関市の自然増減・社会増減の推移

３ 関門地域の人口移動の実態

人口の推移を考える上では、自然増減・社会増減とも重要ではあるが、本稿では産業構

造との関係を考察の焦点とするため、以下では社会増減を中心に見ていきたい。

国勢調査において、転入転出の相手先市町村別の動向をとらえるために必要な「５年前

の住居の所在地」を調査するのは、西暦の末尾が０の年に実施される大規模調査の年のみ

である。ただし 2015年の国勢調査では、東日本大震災の影響をとらえるために、「５年前

の住居の所在地」を調査している。そこで以下では、1990年、2000年、2015年の国勢調査

の結果を利用して、それぞれの５年前からの人口移動がどのように変化しているかを見て

いく。なお、住民基本台帳人口移動報告では毎年調査が実施されているが、産業の面から

分析することが容易ではないため、本稿では国勢調査の結果を利用している。

まず、年齢別に５年間でどれだけ転入超過になっているかを見たものが、図１（北九州

市）および図２（下関市）である。一般的に地方都市においては、進学・就職による移動

が発生する 10代後半から 20代前半にかけて転出超過となり、30代頃から転入超過となる

ケースが多い。下関市においては、そうした一般的なケースと同様の傾向が見られる。こ

れに対して北九州市では、10代後半において転入超過となっており、20代で転出超過と

なっている。このデータからだけでは断定できないが、北九州市では大学等の教育機関が

多いことから学生の転入が多いものの、そうした人材を市内にとどめておく受け皿として

の雇用が十分には供給できていない可能性が推量される。
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図１ 北九州市の年齢別に見た転入超過率の推移

図２ 下関市の年齢別に見た転入超過率の推移
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表４は、関門両市の転出超過先市町村のランキングである。両市に共通しているのは、

転出超過となっている市町村が、三大都市圏等の遠隔地の大都市から近隣の都市圏へとシ

フトしていることである。たとえば北九州市では、福岡市への転出超過は常に最大である

が、それに続く市町村では、特別区部、横浜市などから福津市や新宮町などへと顔ぶれが

変化している。また、もう１つの共通点として、特定の市町村が単発で出現することがあ

げられる。たとえば 2010年から 15年への変化において、北九州市では四日市市や京都市、

大分市など、下関市では上尾市や竹原市など、関係性の見えにくい都市が上がっている。

これは、大手企業グループ内の人事異動に伴うものが含まれており、両市内の拠点の閉鎖

縮小が要因となっていると考えられる。

また、2010年から 2015年の移動をより詳細に見ていくと、北九州市では福岡市への転

出超過が最大であるが、その男女別の内訳では、男性が 891人、女性が 1､737人の転出超

過となっており、女性人口の吸引力で福岡市に大きく劣っていることがうかがえる。福岡

市以外では、宗像市、福津市、岡垣町、新宮町と福北間のベッドタウン的要素を持つ市町

村への転出超過が大きくなっており、生活環境の整備も課題と考えられる。

下関市では、北九州市、福岡市に次いで、山口市、宇部市、山陽小野田市など、同じ山

口県内の市町村への転出超過が多くなっている。下関市は山口県内最大の都市であるが、

人口の吸引力で劣っていることがわかる。また、北九州市、福岡市に関しては、北九州市

の福岡市に対する転出超過と同様、女性の転出超過が大きくなっている（北九州市：男性

216人、女性 398人、福岡市：男性 191人、女性 337人）。

一方、転入超過となっている市町村を見てみると、北九州市では、下関市（614人）、中

間市（312人）、芦屋町（215人）、宮崎市（183人）、田川市（166人）の順となっている。

主に、筑豊、京築地区に位置する北九州市への通勤率の高い市町村が上位にあがっている。

下関市では、美祢市（60人）、佐世保市（38人）、諫早市（32人）、周南市（30人）、広島

市（23人）の順となっている。転入超過とはいえ超過数は小さな市町村が多く、美祢市以

外は企業内の人事異動に伴う移動が多いと考えられる。
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表４ 北九州市と下関市の転出超過先市町村の変遷

15歳以上の就業者について、2015年に就業している産業大分類別に転出入の状況を見

たものが、表５である。ここでは、産業分類の改定の影響を受けない 2010年から 2015年
への変化のみを見ている。なお、就業者数の少ない漁業、鉱業・採石業・砂利採取業、電

気・ガス・熱供給・水道業、分類不能については省略している。

これによると、北九州市では、製造業、情報通信業の就業者における転出超過が大きく

なっていることが分かる。下関市では北九州市ほど影響の大きい産業は見られないが、

サービス業（他に分類されないもの）や情報通信業の転出超過が大きくなっている。

転入超過率で見ると、両市とも情報通信業における転出超過が大きくなっており、情報

通信業の雇用を両市が供給できていないことが見てとれる。

ちなみに、北九州市では通学の転入超過数が大きくなっており、先ほど見た図１の結果

を裏付けるものとなっている。

また、若年世代の産業大分類別転入超過率を示した表６を見てみると、両市とも 20代の

情報通信業で大きな転出超過となっている。北九州市では、農業・林業、複合サービス事

業での転出超過が目立つ。下関市では、学術研究・専門・技術サービス業、サービス業（他

に分類されないもの）での転出超過が目立つ。これらの結果の含意としては、若年世代に
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おいて転出超過の大きい産業は、それらの産業に就職するために北九州市や下関市を離れ

ているということであり、そうした産業の育成・誘致を図ることは、若年世代の両市から

の流出を抑制する可能性をもたらすと考えられる。

表５ 北九州市と下関市の産業別に見た転入超過数と転入超過率（2010 → 2015 年）

表６ 北九州市と下関市の産業別に見た 20 代、30 代の転入超過率（2010 → 2015 年）
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４ 産業構造の変化と人口増減

（１）関門両市の就業者数で見た産業構造

関門両市の産業構造の変化について就業者数をもとに見たものが表７および表８であ

る。日本標準産業分類の改定に伴って、長期的な動向を把握することは困難となっている

が、可能な範囲で比較を試みたい。

表７は、1980年、90年、2000年の産業別の特化係数を見ることで、全国の産業構造の変

化を考慮したうえで、両市の産業構造がどのように変化しているかを見ようとするもので

ある。目立った変化として、両市とも運輸・通信業の数値が大きく減少していることがあ

げられる。関門地域は本州と九州の結節点、さらには大陸への玄関口として、交通の要衝

の地位を占めてきた。しかし新幹線や高速道路等の高速交通体系の整備に伴って、そうし

た地位を低下させており､その結果、運輸・通信業の縮小がもたらされていると考えられる｡

2015年の産業別就業者数を分析した表８では、情報通信業の特化係数の低さが際立っ

ている。運輸業・郵便業の動向と合わせて、前段で指摘した傾向が継続していることを見

てとれる。また、学術研究・専門・技術サービス業の数値も両市とも低い。一方で、医療・

福祉の特化係数は両市とも高くなっている。建設業の特化係数も両市とも高いが、減少率

は全国よりも大きく、公共事業の縮小等を鑑みれば、今後も就業者数の減少が続く可能性

は高いであろう。両市とも構成比の最大の産業である卸売業・小売業では、特化係数がわ

ずかではあるが１を上回っており、商業拠点としての地位は平均よりも高いとみられるも

のの、減少率は全国よりも大きく、徐々にその地位を低下させていると考えられる。

表７ 北九州市と下関市における就業者数とその産業別特化係数の推移
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表８ 北九州市と下関市における就業者数で見た産業構造（2015 年）

（２）政令指定都市および中核市との比較

図３および図４は、人口規模の近い都市との比較のため、政令指定都市および中核市

（2015年国勢調査実施時に指定されている都市：以下同じ）の人口と 2010年からの人口増

減率を見たものである。これらを見る限り、人口規模と人口の増減率には、強い相関は見

られないことが分かる。

図３ 政令指定都市の人口と増減率（2015 年） 図４ 中核市の人口と増減率（2015 年）
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また、表９は就業者数の構成比と増減率を、関門両市と政令指定都市および中核市の平

均と比較したものである。関門両市は、建設業、製造業、医療・福祉の比率が高く、情報

通信業、学術研究・専門・技術サービス業の比率が低くなっている。一方で増減率を比較

すると、構成比の高い建設業、製造業、医療・福祉では、北九州市は政令指定都市の平均

を、下関市は中核市の平均を下回っている。

表９ 関門両市と政令指定都市・中核市との就業者数で見た産業構造の比較（2015 年）
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（３）産業構造の変化と人口増減の関係

それでは、産業構造の変化は人口増減とどのような関係が考えられるのか。特定の産業

の成長や衰退が人口に影響を与えるのかどうか。これらを考えるために、政令指定都市お

よび中核市の産業大分類別就業者数の変化率と、人口の増減率の相関関係を見てみる。こ

こでは、産業大分類の変化がない 2010年と 2015年で比較している。また、国勢調査の居

住地で見た就業者数であり、事業所の所在地で見た就業者数ではないことに留意する必要

がある。なお、本来であれば、因子分析等のより詳細な分析も必要であろうが、ここでは

あくまでどの程度の影響が見られるかを比較するために、単純な相関分析を実施している。

表 10は、政令指定都市および中核市の産業大分類別就業者数の変化率と人口増減率と

の回帰式の傾きと切片、決定係数を示したものである。このうち、決定係数が高い、すな

わちある程度の相関が見られるものは、政令指定都市では製造業、金融業・保険業であり、

中核市では教育・学習支援業、運輸業・郵便業、医療・福祉などである。これらの産業に

ついてより詳細に分析を加えてみたい。

表 10 政令指定都市および中核市の産業別就業者数増減率と人口増減率の

回帰式および決定係数
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図５および図６は、政令指定都市について人口増減率と製造業および金融業・保険業の

就業者数増減率の関連を見たものである。製造業においては、相対的に強い相関が見られ

る。政令指定都市のような人口規模の大きな都市においても、製造業の就業者数の増減が

人口増減に影響を与えていることが分かる。金融業・保険業では、全体的に就業者数が減

少しているが、その減少幅を小さくとどめている都市において、人口が増加する傾向にあ

ることがうかがえる。

北九州市では、製造業の就業者数増減率が 0. 0％、金融業・保険業の就業者数増減率が－

9. 1％と、それぞれ政令指定都市平均の 2. 9％、－ 4. 5％を下回っており、これらの産業で

の就業者数の伸び悩みあるいは減少が、人口動向に影響を与えていることが想定される。

図５ 政令指定都市の人口増減率（横軸） 図６ 政令指定都市の人口増減率（横軸）と

と製造業の就業者数増減率（縦軸） 金融業･保険業の就業者数増減率（縦軸）

同様に、図７および図８は、中核市について人口増減率と教育・学習支援業および運輸

業・郵便業の就業者数増減率の関連を見たものである。教育・学習支援業は、顧客の中心

となる若年層の増減と関連していると考えられるため、人口増減にも強い影響を与えてい

ると想定される。むしろ、政令指定都市の場合に相関が相対的に弱いということは、大都

市と中都市での異なる特徴として興味深い。また、運輸業・郵便業では、政令指定都市に

おける金融業・保険業との関連と、同様の傾向がうかがえる。

下関市では、教育・学習支援業の就業者数増減率が－ 0. 6％、運輸業・郵便業の就業者数

増減率が－ 10. 0％と、それぞれ中核市平均の 1. 7％、－ 4. 9％を下回っており、北九州市の

場合と同様に、これらの産業での就業者数の伸び悩みあるいは減少が、人口動向に影響を

与えていることが想定される。
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図７ 中核市の人口増減率（横軸）と教育 図８ 中核市の人口増減率（横軸）と

・学習支援業の就業者数増減率（縦軸） 運輸業･郵便業の就業者数増減率（縦軸）

５ 分析の含意と今後の課題

ここまで、北九州市と下関市の人口動向について、産業構造の変化との関連から分析を

進めてきた。これらの分析から得られる含意として、以下の点があげられる。

まず、年齢別の人口移動を見た結果、下関市では、若年層の流出が大きく、それ以降の

年齢層においても流入が小さいままに終わっているという、一般的な地方都市と同様の傾

向となっている。これに対して北九州市では、10代後半で大きな転入超過となっているに

もかかわらず、20代以降の年齢層でそれをとどめられていない。充実した高等教育機関の

存在によって学生を他地域から吸引できているという恵まれた環境を、十分に活かし切れ

ていないのである。

産業別の人口移動を見た結果からは、両市とも情報通信業に就職する人材が転出してい

る可能性が浮かび上がった。産業構造を見てみても全国と比較して情報通信業の比率が低

くなっている。年齢別の結果と合わせて、若年層の望む就職先を供給できていないことが

想定される。

転出超過となっている市町村を見た結果では、両市とも福岡市への流出は大きくなって

いる。両市が供給できていない雇用や生活環境を福岡市が供給しているためである。もち

ろん福岡市と同等の都市基盤を整備し、同等の生活環境を提供することは容易なことでは

ない。しかしそれに近づけていく取り組みは求められるだろう。また、近隣の市町村への

流出も目立っているということには留意する必要がある。こちらは雇用の面よりも住宅等

の生活環境で劣位に立たされているためと考えられる。

人口規模の類似した市町村である政令指定都市および中核市と比較した分析の結果から
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は、政令指定都市では製造業、金融・保険業が、中核市では教育・学習支援業、運輸業・

郵便業の就業者数の増減率が、人口の増減率と相対的に関連が強いと考えられることが明

らかとなった。北九州市、下関市はこれらの産業での就業者数増減率が、類似規模の市町

村よりも下回っており、人口増減に影響を与えている可能性を指摘できる。

一方で、本稿では十分に分析できなかった点として、まず、産業分類の改定に伴って、

長期的な産業構造と人口増減の関係について見ることができなかった点が上げられる。産

業分類の改定を新旧対比させることによって、連続的なデータを用いて分析する必要があ

る。また、今回は産業大分類を用いて分析を実施した。しかしたとえば製造業と一言で

言ってもかなり幅広い業種が含まれている。統計データの入手が困難になる部分もある

が、より細かな産業分類を用いた分析も必要であろう。

さらに今回は、国勢調査の結果を用いて、居住地で見た就業者数の変化から分析を実施

した。経済センサス等を用いた勤務地で見た就業者数で分析すると、どのような相違が見

られるかについては検討の余地がある。ただしこちらも、統計制度の変化にどう対処する

かが課題となる。

いずれにせよ両市とも、人口減少を食い止めるためには様々な取り組みが必要であるこ

とは言うまでもない。しかし、財政状況等の厳しい環境において、すべての取り組みを実

施することは困難である。本稿では産業構造との関連に焦点を当てて分析を実施している

が、より詳細な分析を実施するとともに、こうした分析結果をもとに、取り組みの選択と

集中も検討して行かなければならないであろう。
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